
事業番号 - - -

（ ）

現状・課題
（5行程度以内）

翌年度へ繰越し（D) - - - -

交付金事業者の増加に伴う増

-

補助率等

事業概要
（5行程度以内）

本事業は、電源立地地域、電源消費地域を含む全ての都道府県を対象に、当該都道府県が主体的に実施する原子力その他のエネルギーに関する教育への取組に必要となる教
材の整備、施設見学、講演会、教員研修の実施等に必要となる費用に充てるための交付金（交付金額は交付規則において規定）を交付するものである。（補助率：定額）

実施方法 交付

予算額・
執行額

（単位:百万円）
（インプット）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

執行額(G) 179 171.4 183

計(F)
=（A)+（B)+（C)+（D)+（E)

203.9 203.7 201.3 187 196.4

予備費等（E) - - - -

予算の
状況

前年度から繰越し（C)

当初予算（A) 203.9 203.7 201.3 187 196.4

- - -

定額

平成14年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし 担当課室

- -

補正予算（B) - - -

-

-

2023 文科 22 0336

文部科学省

政策 9　未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課題への対応

事業の目的
（5行程度以内）

本事業は、電源立地対策（発電用施設の設置及び運転の円滑化のための財政上の措置）の一環として、各都道府県が主体的に実施する原子力その他のエネルギーに関する教
育の取組を支援することにより、学校教育段階からの原子力・エネルギーに対する理解の促進を図ることを目的とする。

原子力課 原子力課長　奥　篤史

会計区分 エネルギー対策特別会計電源開発促進勘定

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

特別会計に関する法律施行令
第51条第1項第2号　ヘ

関係する
計画、通知等

エネルギー基本計画（平成30年7月3日閣議決定）

事業名 原子力・エネルギー教育支援事業交付金 担当部局庁 研究開発局 作成責任者

事業開始年度

施策 9-5 国家戦略上重要な基幹技術の推進

政策体系・評価書URL

主要経費 エネルギー対策費

令和5年度行政事業レビューシート

https://www.mext.go.jp/content/20211224-mxt_kanseisk02-000019646_9-
5.pdf

事業概要URL
-

(項)

令和5・6年度
予算内訳

（単位：百万円）

歳出予算項・目 令和5年度当初予算

計（A) 187

91%

執行率（％）
=(G)/(F)

88% 84% 91%

電源立地対策費

当初予算＋補正予算に対する執行額
の割合（％）

=(G)/｛(A)+(B)｝
88%

主な増減理由（・要望額・予備費）

84%

令和6年度要求

(目) 187

　

　

　

(目)

196

電源立地等推進対策交付金

原子力・エネルギー教育支援事業交付金

その他

196.4

電源立地対策の一環として、学校教育の場のニーズ等について最も知見を有する都道府県が主体的に実施する原子力やその他のエネルギーに関する教育の取組に対して、支
援を行っており、交付金の執行に当たっては、交付先である地方公共団体において、関係法令や交付規則等に基づき、事業の目的に沿った使用がなされている。
事業においては、近年コロナ禍による行動制限等の影響もあり、施設見学の中止を余儀なくされた学校も一部あったが、代替授業を実施し原子力・エネルギー教育を着実に実施さ
れ、効果的なものとなっている。

令和6年度要求

-

-

-



アクティビティ①についてアウトカムが複数設定できない理由

実験器具・実験材料を整備したことによる原子力その他のエネルギーに関する理解促進度合いに直接結びつくため。

546565 562

成果実績

562

本交付金により実験器具・実験材料の整備が行われた学校等における児童・生徒、教員等に対し、原子力その他のエネルギーに関する理解のアンケート調査を
行うことで、理解の促進度合いを図れるため、長期成果目標として設定した。
なお、根拠として用いた統計・データ名（出典）は、交付金事業者からの事業評価報告書である。

-

103.4％

アウトカム設定について
の説明

令和3年度 令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込

608

102.3

- 年度

実験器具・実験材料の整備を行うこと
により原子力その他のエネルギーにつ
いて児童・生徒等の理解促進を図る。

原子力その他のエネルギーに関
する理解の促進度合いを問うア
ンケート等を踏まえ、各地方公共
団体が算出した理解の促進度合
いの平均値[%] 達成度

単位 令和2年度

104.6

目標最終年度

↓

活動内容①
（アクティビティ）

実験器具・実験材料の整備を行うこと
により、原子力その他のエネルギーに
ついての学習を行う。

本交付金により実験器具・実
験材料の整備が行われた学
校等数

活動実績 件 557

活動目標及び活動実績
①

（アウトプット）
当初見込み 件

- -

409

活動目標 活動指標

611

原子力その他のエネルギーに関する実験器具・実験材料を整備し、学校教育段階からの原子力・エネルギーに対する理解の促進を図る。

成果目標及び成果実績
①-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

交付金事業者からの事業評価報告書より

成果目標①-1の
設定理由

（アウトプット
からのつながり）↓

-

-

アクティビティ①について定性的なアウトカムを設定している理由

-

％ 91 89 91

目標値 ％ 87 87 88



活動内容②
（アクティビティ）

原子力その他のエネルギーに関する施設見学を実施し、学校教育段階からの原子力・エネルギーに対する理解の促進を図る。

↓

活動目標及び活動実績
②

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込

施設見学を行うことにより、原子力その
他のエネルギーについての学習を行
う。

本交付金により施設見学が行
われた学校等数

活動実績 件 27 58 85 - -

当初見込み 件 57 62 89 48 139

↓
成果目標②-1の

設定理由
（アウトプット

からのつながり）

本交付金により施設見学を実施した学校等における児童・生徒、教員等に対し、原子力その他のエネルギーに関する理解のアンケート調査を行うこで、
理解の促進度合いを図れるため、長期成果目標として設定した。
なお、根拠として用いた統計・データ名（出典）は、交付金事業者からの事業評価報告書である。

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

交付金事業者からの事業評価報告書より

成果目標及び成果実績
②-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
目標最終年度

- 年度

施設見学を行うことにより原子力その
他のエネルギーについて児童・生徒等
の理解促進を図る。

原子力その他のエネルギーに関
する理解の促進度合いを問うア
ンケート等を踏まえ、各地方公共
団体が算出した理解の促進度合
いの平均値[%]

76 90 86 -

目標値 ％ 87 88 86 -

達成度 ％ 87.4 102.3 100 -

成果実績 ％

アウトカム設定について
の説明

アクティビティ②について定性的なアウトカムを設定している理由

-

アクティビティ②についてアウトカムが複数設定できない理由

施設見学を実施したことによる原子力その他のエネルギーに関する理解促進度合いに直接結びつくため。



-

当初見込み 件 25 24 24

活動内容③
（アクティビティ）

電源立地地域、電源消費地域を含む全ての都道府県を対象に、当該都道府県が主体的に実施する原子力その他のエネルギーに関する教育への取組を効果的
に支援する。

↓

活動目標及び活動実績
③

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込

都道府県に対し、本交付金事業の取組
を広く共有・展開し、有効性の高い取組
を促す。

本交付金により事業を実施し
た都道府県数

活動実績 件 25 25 25 -

24 26

↓
成果目標③-1の

設定理由
（アウトプット

からのつながり）

本交付金により事業を実施した年度毎の都道府県数を集計することで、全都道府県に占める本交付金事業を実施したことがある都道府県の割合が図れるため、
長期成果目標として設定した。
なお、根拠として用いた統計・データ名（出典）は、交付金事業者からの事業評価報告書である。

-

達成度 ％ 100 100 100 -

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

交付金事業者からの事業評価報告書より

アウトカム設定について
の説明

アクティビティ③について定性的なアウトカムを設定している理由

-

アクティビティ③についてアウトカムが複数設定できない理由

本事業は、学校教育の場のニーズ等について、最も知見を有すると都道府県が主体的に実施する原子力やその他のエネルギーに関する取組に対し、支援を行っ
ているため。

成果目標及び成果実績
③-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
目標最終年度

- 年度

都道府県が主体的に実施する原子力
その他のエネルギーに関する教育への
取組を支援する。

全都道府県に占める交付金
事業を実施したことがある都
道府県の割合（直近5年間）

成果実績 ％ 60 60 60 -

目標値 ％ 60 60 60



-

目標年度における効果測定に関する評価（令和6年度実施)

-
点検結果

本事業は、電源立地対策の一環として、学校教育の場のニーズ等について最も知見を有する都道府
県が主体的に実施する、原子力やその他のエネルギーに関する教育の取組に対して支援を行うもの
であり、事業は着実に実施され、効果的なものとなっている。交付金の執行に当たっては、交付先で
ある地方公共団体において、関係法令や交付規則等に基づき、事業の目的に沿った使用がなされて
いる。
また、交付先における事業計画の把握等に努め、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響によ
り施設見学事業数、施設見学実施学校等数の令和3年度実績値が当初見込みを下回る中、交付先
へ柔軟な計画変更を促すことによって不用額の縮減し、限られた予算の有効活用に努めているところ
である。
なお、令和2年度の秋のレビューにおけるその他「通告」指摘を踏まえ、成果指標については、令和3
年度から本交付金事業に参加した児童・生徒、教員等に対する原子力その他のエネルギーに関する
理解の促進度合いを問うアンケート等を踏まえた指標とするよう見直しを行ったところであり、事業の
より効果的な実施に努めていく。

-

-

アウトカムが複数段階設定できないとしているものについて、事業効果を適切に測るために複数設定できないか、引き続き検討されたい。

外部有識者の所見

外部有識者による点検対象外

0301

2021 文科

上記への対応状況

本事業を実施した各地方公共団体における実施内容、実施対象、有効性の評価を分析して、好事例や地域の特色ある取組等を抽出し、その結果を、これまで本事業を実施してい
ない地方公共団体を含めて令和３年10月頃を目途に広く共有・展開することによって、より有効性の高い取組を促していく取組の検討を行った。また、上記の分析結果に加えて、各
地方公共団体において特に有効性が高いと考える取組を聴取し、令和３年10月頃までを目途に本事業で重点的に取り扱う取組等を設定して交付を行う枠組みの構築に向けた検
討を行った。アウトカムについては、今般の指摘を踏まえて検討を行い、令和3年度の行政事業レビューシートから、本交付金事業に参加した児童・生徒、教員等に対する原子力そ
の他のエネルギーに関する理解の促進度合いを問うアンケート等を踏まえた指標とし、全都道府県に占める本交付金事業を実施したことがある都道府県の割合をアプトプット指標
へ追加した。

上記への対応状況

-

過去に受けた指摘事項
と対応状況

0274

秋のレビューにおけるその他「通告」指摘事業（令和2年度）
・本事業は、交付金による支援の対象を立地地域、消費地域を含む全ての都道府県とする一方、毎年の執行は一定の地域に限られている（市町村単位で見るとさらに限定的にな
る）。事業の目的及び有効性の観点から、重点地域を設定して実施するなど、中長期的かつ計画的な取組を検討すべきである。その際、地方公共団体のニーズに基づいて行う従
来の形に加えて、文部科学省から地方公共団体に打診することも検討すべきである。
・「学校教育段階からの原子力・エネルギーに対する理解増進」といった事業の目的に照らし、再エネルギー等原子力以外の分野に関しても、これまで以上に教育内容に含めるべ
きである。その際、同じ費用でより大きな成果が得られるよう、例えば、施設見学への重点化を図るなど効率性の観点も踏まえつつ、教育内容について教育部局や関係省庁とより
連携した取組を推進すべきである。
・アウトカムについて、現行では、理解が促進された地方公共団体数を指標としており、アウトプットにすぎない。国民への説明責任を果たしていく観点や事業の成果や達成状況を
より適切に評価して必要な改善につなげていくことが可能となるよう、学校教育段階における理解の増進度合いを指標とすべきである。また、全国での実施状況に関して、全市町
村でのカバー率といった指標についても追加するよう、検討すべきである。

-

令和2年度 文部科学省 0276

0298

令和4年度 2022 文科 21

引き続き、電源立地対策の一環として、交付先である都道府県が主体的に実施する、原子力やその他のエネルギーに関する教育の取組を効果的に支援していくとともに、交付規
則で提出を義務付けた事業評価報告書を踏まえ、より効果的な事業実施に努めていく。
また、令和2年度の秋のレビューにおけるその他「通告」指摘を踏まえ、本事業を実施した各地方公共団体における実施内容等を分析して、その結果を、これまで本事業を実施して
いない地方公共団体を含めて広く共有・展開することによって、より有効性の高い取組を促していくこととしている。

-

関連する過去のレビューシートの事業番号

20

令和元年度

平成28年度 268

平成29年度 275

令和3年度

平成27年度

文部科学省

行政事業レビュー推進チームの所見に至る過程及び所見

平成24年度 465

平成25年度 282

公開プロセス・秋の年次公開検証（秋のレビュー）における取りまとめ

その他の指摘事項

成果をより的確に把握するため、アウトカムについて原子力その他のエネルギーに関する理解の促進度合いを追加した。

現状通り

現状通り

271

平成30年度 280

平成23年度 519

事業に関連する
ＫＰＩが定められて
いる閣議決定等

名称

URL

該当箇所

平成26年度 282

備考

改善の
方向性

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事業所管部局による点検・改善

-



※令和4年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

なお、金額は単位未満四捨五入して記載していることから、合計が一致しない場合がある。

　費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙2】に記載 チェック

計 9.7 計

補助金 市町村事業への補助（実験器具・実験材料の整備） 9.7

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

8

C. D.

資金の流れ
（資金の受け取り先が
何を行っているかにつ

いて補足する）
（単位：百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」において
ブロックごとに最大の金
額が支出されている者に
ついて記載する。費目と
使途の双方で実情が分

かるように記載）

A. B.

費　目 使　途

計 40.4 計 10

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

補助金
市町村事業への補助（実験器具・実験材料の整備、施設見学の実
施） 32.4 事業費 実験器具・実験材料の整備、施設見学の実施 10

事業費 教員研修、講演会の実施

〔交付〕

〔交付〕

〔交付〕

文部科学省

183百万円

原子力その他のエネルギーに関する教育への取組に必要となる教材整備、施設見学、
講演会、教員研修等に必要となる費用を交付

Ａ 原子力・エネルギー教育支援
事業交付金事業

125百万円
都道府県（全12府県）

原子力その他のエネルギーに関する教育への

取組に必要となる教材整備、施設見学、

講演会、教員研修等事業

上記に関する市町村事業への補助事業

Ｂ 原子力・エネルギー教育支援
事業交付金事業

58百万円
都道府県（全13府県）

原子力その他のエネルギーに関する教育への

取組に必要となる教材整備、施設見学、

講演会、教員研修等事業

Ｃ 原子力・エネルギー教育支援
事業交付金事業

80百万円
市町村（全73市町村）

原子力その他のエネルギーに関する教育への

取組に必要となる教材整備、施設見学、

講演会、教員研修等事業



支出先上位１０者リスト

A.

B

C

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙3】に記載 チェック

-

- -

10 北茨城市 4000020082155 実験教材等の整備 2 補助金等交付 - -

- - -

9 坂東市 4000020082287 実験教材等の整備 2 補助金等交付 -

8 鉾田市 8000020082341 実験教材等の整備 2 補助金等交付

-

7 那珂市 5000020082261 実験教材等の整備 2 補助金等交付 - - -

- -

6 鹿嶋市 6000020082228 実験教材等の整備 2 補助金等交付 - -

- - -

5 高松市 1000020372013 実験教材等の整備 2.1 補助金等交付 -

4 川崎町 3000020043249 実験教材等の整備 2.3 補助金等交付

-

3 坂井市 8000020182109 実験教材等の整備 2.4 補助金等交付 - - -

- -

2 越前町 3000020184233 実験教材等の整備 3.2 補助金等交付 - -

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 大垣市 6000020212024 実験教材等の整備 9.7 補助金等交付 -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等

-

10 和歌山県 4000020300004
実験教材等の整備、施設見学の実
施

2.1 補助金等交付 - - -

- -

9 千葉県 4000020120006
実験教材等の整備、施設見学等の
実施

2.3 補助金等交付 - -

- - -

8 愛知県 1000020230006
実験教材等の整備、施設見学等の
実施

2.4 補助金等交付 -

7 山形県 5000020060003 実験教材等の整備 3.8 補助金等交付

-

6 京都府 2000020260002
実験教材等の整備、施設見学等の
実施

5.1 補助金等交付 - - -

- -

5 奈良県 1000020290009
実験教材等の整備、施設見学等の
実施

5.6 補助金等交付 - -

- - -

4 山梨県 8000020190004
実験教材等の整備、施設見学の実
施

7.8 補助金等交付 -

3 徳島県 4000020360007
実験教材等の整備、施設見学の実
施

7.9 補助金等交付

-

2 愛媛県 1000020380008 実験教材等の整備 9.2 補助金等交付 - - -

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 静岡県 7000020220001
実験教材等の整備、施設見学の実
施

10 補助金等交付 - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）

- - -10 島根県 1000020320005
実験教材等の整備、市町村事業へ
の補助

2.7 補助金等交付

-

9 富山県 7000020160008
実験教材等の整備、市町村事業へ
の補助

2.8 補助金等交付 - - -

- -

8 青森県 2000020020001 実験教材等の整備、施設見学等の実施、市町村事業への補助 3.8 補助金等交付 - -

- - -

7 栃木県 5000020090000
実験教材等の整備、市町村事業へ
の補助

6 補助金等交付 -

6 宮城県 8000020040002 実験教材等の整備、施設見学等のの実施、市町村事業への補助 7.1 補助金等交付

-

5 香川県 8000020370002
実験教材等の整備、市町村事業へ
の補助

7.1 補助金等交付 - - -

- -

4 岐阜県 4000020210005 市町村事業への補助 9.7 補助金等交付 - -

- - -

3 石川県 2000020170003
実験教材等の整備、市町村事業へ
の補助

10 補助金等交付 -

2 福井県 4000020180009 実験教材等の整備、施設見学等の実施、市町村事業への補助 32.5 補助金等交付

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 茨城県 2000020080004
教員研修等の実施、市町村事業へ
の補助

40.4 補助金等交付 - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率
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